
※　目次には、ＪＩＳ第一・第二水準範囲内の文字を使用しています。
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津市告示第２３０号 

地方自治法施行令（昭和２２年条例第１６号）第１５８条第１項の規定に基

づき、下記のとおり手数料の徴収に関する事務の一部を委託したので、同条第

２項の規定により告示する。 

平成３０年１２月６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 委託先 

  名称 

株式会社エイジェック 名古屋オフィス 

   主たる事務所の所在地 

   名古屋市中村区名駅一丁目１番１号 ＪＰタワー名古屋７階 

２ 委託期間 

  ２０１９年（平成３１年）１月４日から２０２１年１２月２８日まで 

３ 徴収する手数料 

   戸籍手数料 

   住民票手数料 

   印鑑証明手数料 

   戸籍住民諸手数料 

   印鑑登録証交付手数料 

   税務諸手数料 

４ 徴収方法 

  現金 



津市告示第２３１号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条及び同法施行令（昭和４

２年政令第２９２号）第１２条第１項の規定により、次のとおり住民票を職権

で消除したので同条第４項の規定により告示する。 

 この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から

起算して３箇月以内に、津市長に対して審査請求することができる。 

また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、

津市を被告として処分の取消しの訴えを提起することができる。 

平成３０年１２月６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 職権消除した住民票 

住 所 氏 名 生 年 月 日 

○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ ○○○○○○○○○○ 

２ 消除した年月日 

  平成３０年１２月４日 



 

 

津市告示第２３２号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次の

ように道路の区域を変更した。 

 その関係図面は、津市建設部建設政策課において、告示の日から２週間一般

の縦覧に供する。 

  平成３０年１２月６日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

路線名  ４０６２ 東丸之内寿町線 

道路の区域 

区域 新旧の別 
幅員

（ｍ） 

延長

（ｍ） 

津市東丸之内２９９番地先から 

津市寿町１１７番地先まで 
旧 7.3 33.6 

津市東丸之内２９９番地先から 

津市寿町１１７番地先まで 
新 

5.5～

5.1 
33.6 

 



津市告示第２３３号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用する

同法第１９条第１項の規定により都市計画を変更したので、同法第２１条第２

項において準用する同法第２０条第１項の規定により次のとおり告示し、同条

第２項の規定により当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供する。 

  平成３０年１２月７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 都市計画の種類及び名称 

  津都市計画ごみ処理場 

津市白銀環境清掃センター 

２ 都市計画を定める土地の地区 

  都市計画の図書において表示する。 

３ 縦覧場所 

  津市都市計画部都市政策課 



  

津市告示第２３４号  

下記に係る国民健康保険被保険者証は無効であることを告示する。      

平成３０年１２月７日  

 

津市長 前 葉 泰 幸   

     

記  

国民健康保険被保険者証  

記号番号  交付年月日  無効となった日  

９６２６２１ 平成３０年１０月１日  平成３０年１１月８日  

 



津市告示第２３５号 

津市自転車等の放置の防止に関する条例（平成１８年津市条例第２０９号）

第１２条第２項、第１３条第２項及び第１４条に基づき撤去し、保管している

自転車について、同条例第１６条第２項の規定により次のとおり告示する。 

 平成３０年１２月１１日 

 

            津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 放置されていた場所、台数及び撤去した年月日 

放置されていた場所 台数 撤去した年月日 

久居駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成３０年１１月 １日 

白塚町地内 １ 平成３０年１１月 １日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成３０年１１月 ５日 

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成３０年１１月 ５日 

中河原地内 １ 平成３０年１１月 ５日 

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成３０年１１月 ８日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 ５ 平成３０年１１月１２日 

久居新町地内 ３ 平成３０年１１月１２日 

南が丘四丁目地内 ３ 平成３０年１１月１３日 

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成３０年１１月１５日 

栗真町屋町地内 １ 平成３０年１１月１５日 

白塚町地内 ２ 平成３０年１１月１５日 

下弁財町津興地内 １ 平成３０年１１月１５日 

津駅西第一公共自転車等駐車場 １２ 平成３０年１１月１６日 

津駅西第二公共自転車等駐車場 ２２ 平成３０年１１月１６日 

津駅西第三公共自転車等駐車場 ５ 平成３０年１１月１６日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 ２ 平成３０年１１月２０日 

西丸之内地内 ２ 平成３０年１１月２１日 

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 ３ 平成３０年１１月２２日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成３０年１１月２６日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成３０年１１月２７日 

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成３０年１１月２７日 



津駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成３０年１１月２８日 

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成３０年１１月２８日 

大里窪田町地内 １ 平成３０年１１月２９日 

殿村地内 １ 平成３０年１１月２９日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成３０年１１月３０日 

２ 保管期間 

   告示の日から９０日間 

３ 連絡先 

垂水自転車等保管庫  

０５９－２２２－６３０７ 



津市告示第２３６号 

 下記の者の平成２９年度及び平成３０年度の固定資産税・都市計画税納税通

知書は、居所不明のため送達することができないので、地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）第２０条の２の規定により公示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、津市政策財務部資産税課で保管し、

送達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  平成３０年１２月１２日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 

○○○○○○○○○ ○○ ○○○○○ ○○○○○○○○○ 

○○○○○○ 

 



 

 

津市告示第２３７号 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２第１項及び津市

水道事業、工業用水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例（平成１

８年津市条例第２１９号）第８条の規定に基づき、平成３０年４月１日から同

年９月３０日までの津市水道事業、津市工業用水道事業及び津市下水道事業の

業務の状況を次のとおり公表する。 

  平成３０年１２月１３日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

１ 事業の概要 

  津市水道事業 

平成３０年４月１日から同年９月３０日までの業務量につきまして、９

月末現在の給水戸数は１３５，０４３戸、配水量は２０，２３２，２９６

 、有収水量は１７，１８３，１４３ となりました。 

経営状況としましては、収益では、営業収益２，８８２，４６３，９０

６円、営業外収益５０５，１１２，１０１円、特別利益１，９５８，０９

１円で合計３，３８９，５３４，０９８円となりました。費用では、営業

費用３，０４０，２２７，３４１円、営業外費用１５０，８９４，４１５

円、特別損失８，８８０，４３１円で合計３，２００，００２，１８７円

となり、収支差引におきまして、１８９，５３１，９１１円の純利益とな

りました。 

  津市工業用水道事業 

平成３０年４月１日から同年９月３０日までの業務量につきまして、配

水量は１７８，２４３ 、有収水量は１７６，５９５ となりました。 

経営状況としましては、収益では、営業収益１０，８００，０００円と

なりました。費用では、営業費用９，４６５，３５２円となり、収支差引

におきまして、１，３３４，６４８円の純利益となりました。 

  津市下水道事業 

平成３０年４月１日から同年９月３０日までの業務量につきまして、９

月末現在の使用料賦課件数は５２，０８４件、有収水量は７，９３３，６

９２ となりました。 

経営状況としましては、収益では、営業収益７９６，７６０，４１３円、 

営業外収益２，２５５，６２１，８２１円、特別利益９６０，０２７円で 

合計３，０５３，３４２，２６１円となりました。費用では、営業費用３， 

４２１，３１８，３６５円、営業外費用５１０，６３８，６８６円、特別

損失１，５５７，２００円で合計３，９３３，５１４，２５１円となり、 

収支差引におきまして、８８０，１７１，９９０円の純損失となりました。 

２ 経理の状況 

  津市水道事業 

   損益計算書（別表１）及び貸借対照表（別表２）のとおりであります。 

  津市工業用水道事業 

損益計算書（別表３）及び貸借対照表（別表４）のとおりであります。 



 

 

  津市下水道事業 

損益計算書（別表５）及び貸借対照表（別表６）のとおりであります。 

 



単位　円

1

(1) 2,867,037,007

(2) 15,426,899 2,882,463,906

2

(1) 1,367,991,276

(2) 349,119,930

(3) 38,454,473

(4) 146,220,498

(5) 116,929,496

(6) 1,021,392,000

(7) 119,668 3,040,227,341

157,763,435

3

(1) 978,058

(2) 42,419,043

(3) 71,083,000

(4) 390,632,000 505,112,101

4

(1) 148,454,559

(2) 2,439,856 150,894,415 354,217,686

196,454,251

5

(1) 1,958,091 1,958,091

6

(1) 8,880,431 8,880,431 △6,922,340

189,531,911

189,531,911

※　本表は、上半期分の執行状況のため、減価償却費及び長期前受金戻入の執行は、当初予算額の約1/2で作成

　　しています。

過 年 度 損 益 修 正 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

経 常 利 益

特 別 利 益

当 期 未 処 分 利 益 剰 余 金

当 期 純 利 益

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

平成３０年度津市水道事業損益計算書
　（平成３０年４月１日から同年９月３０日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

総 係 費

そ の 他 営 業 費 用

減 価 償 却 費

雑 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

特 別 損 失

新 規 給 水 加 入 金

雑 支 出

長 期 前 受 金 戻 入

別表１



単位　円

1

イ 2,255,676,520

ロ 4,386,284

ハ 3,097,757,358

△1,444,636,597 1,653,120,761

ニ 67,258,381,067

△32,966,830,587 34,291,550,480

ホ 12,085,731,525

△8,613,192,905 3,472,538,620

ヘ 52,235,943

△38,719,697 13,516,246

ト 300,343,446

△266,276,805 34,066,641

チ 4,303,675,942

46,028,531,494

イ 110,964,342

ロ 79,422,290

ハ 901,396

191,288,028

イ 200,000,000

ロ 6,932,764

206,932,764

46,426,752,286

2

4,662,235,380

748,494,479

△44,301,093 704,193,386

97,845,734

306,972,157

163,556,754

5,934,803,411

52,361,555,697

(3)

(5) そ の 他 流 動 資 産

(4)

資 産 合 計

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

(2) 未 収 金

貸 倒 引 当 金

現 金 預 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

(2)

(3)

投 資 合 計

無 形 固 定 資 産

投 資

中 勢 水 道 利 用 権

電 話 加 入 権

基 金

無 形 固 定 資 産 合 計

庁 舎 利 用 権

投 資 有 価 証 券

(1)

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

工具､器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

立 木

平成３０年度津市水道事業貸借対照表
　（平成３０年９月３０日）

資　　産　　の　　部

(1)

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

別表２



3

イ 15,478,527,299

15,478,527,299

イ 902,498,394

902,498,394

16,381,025,693

4

イ 616,981,139

616,981,139

277,092,833

55,700,000

274,960,595

1,224,734,567

5

29,972,085,947

△16,127,169,152

13,844,916,795

31,450,677,055

6

19,967,551,587

19,967,551,587

7

イ 61,598,203

ロ 108,108,717

ハ 444,832,106

ニ 43,608,411

ホ 95,647,707

753,795,144

イ 189,531,911

189,531,911

943,327,055

20,910,878,642

52,361,555,697負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

(2)

他 会 計 補 助 金

資 本 合 計

資 本 金

資 本 金 合 計

(1) 資 本 剰 余 金

当期未処分利益剰余金

その他資本剰余金

工 事 負 担 金

国 県 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

未 払 金

建設改良等企業債

企 業 債 合 計

(2)

負　　債　　の　　部

(1) 企 業 債

固 定 負 債

建設改良等企業債

企 業 債 合 計

流 動 負 債

(1) 企 業 債

(2) 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

(3) 前 受 金

(4) そ の 他 流 動 負 債

剰 余 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

(2)

(1)

負 債 合 計

資　　本　　の　　部
資 本 金

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

(1)



単位　円

1

(1) 10,800,000 10,800,000

2

(1) 1,107,957

(2) 5,653,395

(3) 2,704,000 9,465,352

1,334,648

1,334,648

1,334,648

1,334,648

※　本表は、上半期分の執行状況のため、減価償却費の執行は、当初予算額の約1/2で作成しています。

当 期 純 利 益

経 常 利 益

当 期 未 処 分 利 益 剰 余 金

平成３０年度津市工業用水道事業損益計算書
　（平成３０年４月１日から同年９月３０日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

営 業 利 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

総 係 費

減 価 償 却 費

別表３



単位　円

1

イ 1,650,000

ロ 7,999,210

△6,573,443 1,425,767

ハ 98,936,483

△61,493,459 37,443,024

ニ 78,096,020

△66,020,129 12,075,891

ホ 882,665

△838,531 44,134

ヘ 360,000

△342,000 18,000

52,656,816

52,656,816

2

167,457,021

1,944,000

111,050

169,512,071

222,168,887

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具､器具及び備品

(3)

減 価 償 却 累 計 額

現 金 預 金

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

(1)

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

(1)

平成３０年度津市工業用水道事業貸借対照表
　（平成３０年９月３０日）

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

(2) 未 収 金

減 価 償 却 累 計 額

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

別表４



3

5,421,824

864,000

6,285,824

4

1,657,500

△1,574,625

82,875

6,368,699

5

133,554,237

133,554,237

6

イ 40,903,057

ロ 40,008,246

ハ 1,334,648

82,245,951

82,245,951

215,800,188

222,168,887

当期未処分利益剰余金

資 本 金

利 益 積 立 金

剰 余 金

利 益 剰 余 金

(1) 資 本 金

資 本 金 合 計

(2)

(1)

資　　本　　の　　部

繰 延 収 益

利 益 剰 余 金 合 計

(1)

建 設 改 良 積 立 金

剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

(2)

流 動 負 債

(1) 未 払 金

負　　債　　の　　部

そ の 他 流 動 負 債

長期前受金収益化累計額

長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計



単位　円

1

(1) 796,051,173

(2) 709,240 796,760,413

2

(1) 79,890,214

(2) 5,933,457

(3) 15,318,936

(4) 38,100,137

(5) 176,914,619

(6) 51,257,006

(7) 10,523,348

(8) 10,499,538

(9) 67,220,717

(10) 356,058,393

(11) 2,609,602,000

(12) 0 3,421,318,365

2,624,557,952

3

(1) 2,191,062,000

(2) 64,559,821 2,255,621,821

4

(1) 509,255,686

(2) 1,383,000 510,638,686 1,744,983,135

879,574,817

5

(1) 960,027 960,027

6

(1) 1,557,200 1,557,200 △597,173

880,171,990

880,171,990

補 助 交 付 金

※　本表は、上半期分の執行状況のため、減価償却費及び長期前受金戻入の執行は、当初予算額の約1/2で作成

　　しています。

当 期 未 処 理 欠 損 金

当 期 純 損 失

経 常 損 失

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

汚 水 管 渠 費

平成３０年度津市下水道事業損益計算書
　（平成３０年４月１日から同年９月３０日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

雨 水 管 渠 費

汚 水 ポ ン プ 場 費

雨 水 ポ ン プ 場 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

処 理 場 費

減 価 償 却 費

流域下水道維持管理負担金

委 任 業 務 費

普 及 指 導 費

業 務 費

総 係 費

資 産 減 耗 費

特 別 損 失

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

過 年 度 損 益 修 正 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

別表５



単位　円

1

イ 4,712,427,884

ロ 3,816,502,256

△761,290,275 3,055,211,981

ハ 164,031,677,419

△14,589,563,792 149,442,113,627

ニ 5,312,775,724

△2,169,809,800 3,142,965,924

ホ 2,297,099

△1,475,761 821,338

ヘ 2,685,894

△2,454,975 230,919

ト 841,554,494

161,195,326,167

イ 13,815,158,625

ロ 10,696,000

13,825,854,625

イ 6,594,000

6,594,000

175,027,774,792

2

2,161,351,475

367,451,478

△64,051,011 303,400,467

208,891,000

74,911,252

2,748,554,194

177,776,328,986

(4) そ の 他 流 動 資 産

(3)

資 産 合 計

前 払 金

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金

(2) 未 収 金

(1)

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

(2)

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産

流域下水道施設利用権

電 話 加 入 権

(3) 投 資

出 捐 金

投 資 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

工具 ､ 器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

平成３０年度津市下水道事業貸借対照表
　（平成３０年９月３０日）

資　　産　　の　　部

(1)

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

別表６



3

イ 64,160,427,115

64,160,427,115

イ 394,206,983

394,206,983

64,554,634,098

4

イ 3,253,484,633

3,253,484,633

38,937,051

4,634,900,000

78,283,993

8,005,605,677

5

99,536,982,033

△11,573,487,075

87,963,494,958

160,523,734,733

6

14,112,935,398

14,112,935,398

7

イ 322,694,016

ロ 128,338,084

ハ 56,163,415

ニ 3,510,851,330

ホ 1,784,000

4,019,830,845

イ 880,171,990

880,171,990

3,139,658,855

17,252,594,253

177,776,328,986

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

欠 損 金

欠 損 金 合 計

(2)

流 動 負 債

(1) 企 業 債

(2) 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

負　　債　　の　　部

(1) 企 業 債

建 設 改 良 等 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債

剰 余 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

(2)

(1)

負 債 合 計

資　　本　　の　　部
資 本 金

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

(1) 資 本 金

資 本 金 合 計

(1) 資 本 剰 余 金

当期未処理欠損金

県 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

国 庫 補 助 金

(3)

建 設 改 良 等 企 業 債

企 業 債 合 計

前 受 金

(4)

(2) 未 払 金

そ の 他 流 動 負 債



津市告示第２３８号 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２第１項の規定に

基づき、津市駐車場事業の業務の状況を次のとおり公表する。 

  平成３０年１２月１３日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業の概況 

駐車場事業は、お城東駐車場、フェニックス通り駐車場、アスト駐車場、

ポルタひさい駐車場及び久居駅東口駐車場を運営し、市街地における自動車

の駐車需要に応ずるよう努めている。 

平成３０年４月１日から平成３０年９月３０日までの利用状況は、次のと

おり。 

⑴ 利用台数   ４１９，１８１台（前年同期 ４１８，４４４台） 

⑵ 一日平均台数   ２，３７７台（前年同期   ２，２８７台） 

２ 経理の状況 

平成３０年度上半期の経理の状況は、損益計算書（別表１）及び貸借対照

表（別表２）のとおり。 

３ 前年度事業の決算状況 

別冊のとおり。 

 



1 営業収益

2 営業費用

3 営業外収益

4 営業外費用

変 動 額 25,698,565

当 期 純 利 益 68,040,228

前年度繰越利益剰余金 0

（１） 支 払 利 息 及 び

当期未処分利益剰余金 93,738,793

その他未処分利益剰余

企業債取扱諸費 975,947 975,947 △ 468,042

68,040,228

68,508,270

（１） 受取利息及び配当金 5,305

（２） 雑 収 益 502,600 507,905

営 業 利 益

（３） 資 産 減 耗 費 12,270

（１） 駐 車 場 管 理 費 54,454,310

（２） 減 価 償 却 費 0

54,466,580

経 常 利 益

別表１

平成３０年度上半期津市駐車場事業損益計算書
（平成３０年4月1日から同年9月30日まで）

（単位　円）

（１） 駐 車 収 益 122,974,850 122,974,850



資　産　の　部

1

2

別表２

リ ー ス 資 産 9,645,000

減価償却累計額 △6,944,400

38,209,770

　平成３０年度津市駐車場事業貸借対照表

2,348,947,808

2,193,740,552

（１） 現 金 預 金

155,207,256

1,897,750

150,779,506

資 産 合 計

流 動 資 産

未 収 金

有形固定資産合計

2,530,000

流 動 資 産 合 計

（２）

△1,016,690

△10,082,781 28,126,989

固 定 資 産

115,529,482

土 地

2,193,740,552

減価償却累計額

2,700,600

有 形 固 定 資 産

減価償却累計額

53,510

△90,374,628 25,154,854

構 築 物 1,070,200

1,341,894,151

減価償却累計額

減価償却累計額

建 物

（３）

△635,628,101 795,810,448

1,431,438,549

ハ

工具、器具及び備品

機 械 及 び 装 置

その他流動資産

ロ

（平成３０年９月３０日）
（単位　円）

固 定 資 産 合 計

（１）

イ

ヘ

ホ

ニ



3

4

注

負 債 合 計 117,767,896

流 動 負 債 合 計 29,261,844

（4） その他流動負債 500,000

（３） 前 受 金 1,844,850

4,841,903（２） 未 払 金

イ 建設改良等企業債 22,075,091 22,075,091

流 動 負 債

（１） 企 業 債

88,506,052固 定 負 債 合 計

（２） 引 当 金

イ 退職給付引当金 3,453,579 3,453,579

負　債　の　部

固 定 負 債

（１） 企 業 債

イ 建設改良等企業債 85,052,473 85,052,473



5

6

（注） １　有価証券の評価方法は、期末帳簿価額（原価法）をもって期末評価額としている。
　　　 ２  固定資産（償却資産）の減価償却の方法は、定額法によって取得の翌年度から行っている。
注

剰 余 金 合 計 173,164,125

資 本 合 計 2,231,179,912

負 債 資 本 合 計 2,348,947,808

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 93,738,793

利 益 剰 余 金 合 計 173,164,125

ハ

イ 減 債 積 立 金 63,019,753

ロ 建設改良積立金 16,405,579

（１） 利 益 剰 余 金

資 本 金 2,058,015,787

剰 余 金

資　本　の　部



平成２９年度

津市駐車場事業会計決算書
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第　１　決　算　書　類



認定第１４号

（１）　収益的収入及び支出

　収　　入

　支　　出

（２）　資本的収入及び支出

　支　　出

-2-

第１款 資 本 的 支 出

0

9,266,000

32,285,000

第２項 0 1,619,854 0

195,059,000

248,331,000

0 0

0

合　計

１　　 平　成　２９　年　度　津　市

地方公営企業法第24条第3項

0

流　 用
増減額

294,281,000

区　　　　　分
当初予算額 補正予算額

予　　　　　　　算　　　　　　　額

0

0

の規 定 によ る 支 出 額 に係 る財

0 246,621,000

源充当額

第１款 駐車場事業収益

第１項 営 業 収 益

第２項 営 業 外 収 益

248,331,000

246,621,000

予　　　　　　　算　　　　　　　額

地方公営企
業法第24条

補正予算額

0

区　　　　　分

第１款

増減額

0

当初予算額
第3項の規定
による支出額

流　 用

0

184,173,146

0195,059,000駐車場事業費用

補正予算額

294,281,000

25,500,000第1項 建 設 改 良 費

営 業 外 費 用

区　　　　　分
当初予算額

第１項

小　計

0

予備費
支出額

定による繰越
額

予　　　　　　　算　　　　　　　額

185,793,000

10,885,854

△ 1,619,854

継続費
逓　 次
繰越額

0

第3項 236,496,000

0

0 0

営 業 費 用

第2項

小　計

025,500,000

地方公営企業
法第26条の規

資本的収入額が資本的支出額に不足する額292,014,428円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

0

38,147,231円、及び運転資金5,030,796円で補てんした。

0

0

0

他 会 計 長 期
借 入 金 償 還 金

0 0

企業債償還金

0 0 236,496,000

0 32,285,000 0

1,710,000 0 0 1,710,000



-3-

294,281,000

0

0

地方公営企業法

10,885,854

る 繰 越 額
合　計

10,885,854

161,194,266

地方公営企業

平成　　　年　　　月　　　日認定

（単位　　円）

駐　車　場　事　業　決　算　報　告　書

決 算 額 備　　　　　　　　　　　　　考
予 算 額 に 比 べ

245,880,950

決 算 額 の 増 減

（単位　　円）

規定による繰越

（うち、仮受消費税及び地方消費税　18,215,075円）

△ 761,442

△ 740,050

247,569,558

額

備　　　　考

0

決 算 額
第26条第2項の

法第26条第2
項の規定によ

0

195,059,000

184,173,146

0

0

不 用 額

22,978,880

（うち、仮払消費税及び地方消費税
　　　　　　　　　　　　8,487,604円）

22,978,880

備　　　　考

消費税及び地方消費税納付額
　　　　　　　　　　　　8,120,300円

0

不 用 額

172,080,1200

0

（うち、仮払消費税及び地方消費税
                               1,721,120円）

額
定による繰越

継続費
逓　 次
繰越額

調整額1,721,120円、減債積立金225,601,281円、建設改良積立金21,514,000円、当年度分損益勘定留保資金

（単位　　円）

2,266,572

0

地方公営企業

25,500,000

292,014,428

32,283,649

341

0

合 計

00

1,351

0

0 0

2,264,880023,235,120

決 算 額

0

合　計

0

236,495,659

32,285,000

法第26条の規

翌年度繰越額

236,496,000

（うち、仮受消費税及び地方消費税　113,949円）1,688,608 △ 21,392



1 営業収益

2 営業費用

3 営業外収益

4 営業外費用
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（単位　円）

△ 1,190,895

320,883,599

2,765,554 2,765,554

73,768,318

73,768,318

0

その他未処分利益剰余金

駐 車 収 益

２　平成２９年度津市駐車場事業損益計算書
（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

前 年 度 繰 越 利 益剰 余 金

当 年 度 純 利 益

（１）
企 業 債 取 扱 諸 費
支 払 利 息 及 び

（１） 227,665,875 227,665,875

（１） 駐 車 場 管 理 費 114,559,431

（２） 雑 収 益 1,567,068 1,574,659

（２） 減 価 償 却 費 38,147,231 152,706,662

営 業 利 益

経 常 利 益

74,959,213

（１） 受 取 利 息 及 び 配 当 金 7,591

変 動 額 247,115,281



（注） １　この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示している。

（注） １　この計算書における△表記は、減少又は欠損を示している。
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資 本 金 未 処 分 利 益 剰 余 金

議会の議決による処分額

0

（繰越利益剰余金）

減債積立金の積立

0 65,924,510 0

0 65,924,510 0 △ 65,924,510 0 0

建 設 改 良
積 立 金

52,869,579

剰 余 金 合 計

△ 65,924,510 0 0

0前年度処分額 0 65,924,510 0 △ 65,924,510 0

資本金への組入 247,115,281 △ 247,115,281

0 0積立金の取崩し 0 △ 225,601,281 △ 21,514,000 247,115,281

当年度純利益

320,883,599

処分後残高 2,058,015,787

４　平成２９年度津市駐車場事業剰余金処分計算書　

前年度末残高

処分後残高

当年度末残高

当年度変動額

52,869,579

0

0 0

73,768,318

2,089,371,3661,810,900,506 225,601,281

73,768,318

73,768,318

 （単位　円）

△ 320,883,599

73,768,318

320,883,599

73,768,318

条例による処分額

31,355,579

1,810,900,506

2,163,139,684

247,115,281

減債積立金の積立

（当年度未処分利益剰余金）

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

　３　平成２９年度津市駐車場事業剰余金計算書

320,883,599

資 本 合 計

278,470,860 2,089,371,366

△ 73,768,318

 （単位　円）

未 処 分 利 益
剰 余 金

減 債 積 立 金

△ 21,514,000

1,810,900,506

0

資  本  金

278,470,860

剰 余 金

0

159,676,771 65,924,510

0 △ 225,601,281

0

当年度末残高 1,810,900,506 352,239,178



1

2
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　５　平成２９年度津市駐車場事業貸借対照表
（平成３０年３月３１日）

（単位　円）
資　産　の　部

固 定 資 産

（１） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,341,894,151

ロ 建 物 1,431,438,549

減価償却累計額 △ 635,628,101 795,810,448

ハ 構 築 物 1,070,200

減価償却累計額 △ 1,016,690 53,510

ニ 機 械 及 び 装 置 115,529,482

減価償却累計額 △ 90,374,628 25,154,854

ホ 工具、器具及び備品 22,309,190

減価償却累計額 △ 10,315,931 11,993,259

ヘ リ ー ス 資 産 9,645,000

減価償却累計額 △ 6,944,400 2,700,600

有形固定資産合計 2,177,606,822

2,177,606,822

流 動 資 産

固 定 資 産 合 計

（１） 現 金 預 金 140,565,914

（２） 未 収 金 2,744,360

2,321,417,096

（３） その他流動資産 500,000

流 動 資 産 合 計 143,810,274

資 産 合 計



3

4

注

5

6
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負　債　の　部

固 定 負 債

（１） 企 業 債

イ 建設改良等企業債 85,052,473 85,052,473

（２） 引 当 金

イ 退職給付引当金 3,453,579 3,453,579

88,506,052固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

（１） 企 業 債

イ 建設改良等企業債 32,823,656 32,823,656

（２） 未 払 金 34,474,248

（３） 前 受 金 1,414,350

（４） 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 469,751

ロ 法定福利費引当金 89,355 559,106

（５） その他流動負債 500,000

流 動 負 債 合 計 69,771,360

負 債 合 計 158,277,412

1,810,900,506

資　本　の　部

剰 余 金

資 本 金

（１） 利 益 剰 余 金

イ 建設改良積立金 31,355,579

ロ 当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 320,883,599

利 益 剰 余 金 合 計 352,239,178

剰 余 金 合 計 352,239,178

資 本 合 計 2,163,139,684

負 債 資 本 合 計 2,321,417,096



平成３０年８月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　津市長　　前　葉　泰　幸
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注　記

　 Ⅰ． 重要な会計方針

１ 　固定資産の減価償却の方法

　 （１）有形固定資産

　・減価償却の方法 定額法による

　・主な耐用年数

　　建物 ８年～３８年

　　構築物 　　　　 １年

　　機械及び装置 ２年～１０年

　　工具器具及び備品 ３年～１０年

２ 　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

（２）賞与引当金

（３）法定福利費引当金

３ 　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　Ⅱ． 貸借対照表等関連

１ 　引当金の取崩し

（２）法定福利費引当金の取崩し
　　　平成２９年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として法定福利費
　　引当金　８３，６１５円を取り崩した。
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　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相
　当する金額を計上している。

　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額
　に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末に
　　おける支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（１）賞与引当金の取崩し
　　　平成２９年度において、期末手当及び勤勉手当として賞与引当金　４４３，４４８円を取
　　り崩した。





第　２　決　算　附　属　書　類





１ 平成２９年度津市駐車場事業報告書 

（１）概 況 

ア 総括事項 

平成２９年度の津市駐車場事業での駐車台数は、お城東駐車場、フェニックス通

り駐車場、アスト駐車場及びポルタひさい駐車場を合わせて延べ８３２，４０８台

の利用があり、利用台数は、対前年比６，９８８台、約０．８％の増加となりまし

た。 

経営状況につきましては、収益の面では営業収益の駐車収益が２２７，６６５，

８７５円（消費税込額２４５，８８０，９５０円）となっており、対前年比３，８

９９，７７９円、約１．７％の増加となりました。 

また、営業外収益は１，５７４，６５９円（消費税込額１，６８８，６０８円）

となりました。 

従いまして、総収益は２２９，２４０，５３４円（消費税込額２４７，５６９，

５５８円）となりました。 

一方、費用の面では駐車場管理費等の営業費用が１５２，７０６，６６２円（消

費税込額１６１，１９４，２６６円）、営業外費用が２，７６５，５５４円（消費税

込額に確定申告による消費税納付額を含めた額１０，８８５，８５４円）で、総費

用額は、１５５，４７２，２１６円（消費税込額に確定申告による消費税納付額を

含めた額１７２，０８０，１２０円）となりました。 

この結果、収支差引７３，７６８，３１８円の純利益が生じました。 

今後におきましても、駐車場事業の恒常的な安定化を図り、なお一層の経営改善

に努めるとともに、各施設の効率的な運営に努めてまいります。 
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　　イ　　議会議決事項

　　ウ　　職員に関する事項

人 人

人 人

29.9.29議案 68
平成２８年度津市駐車場事業会計未処分利益剰余
金の処分について

平成 29.8.28 平成

平成２８年度　津市駐車場事業会計決算

提出年月日

平成 平成

平成３０年度　津市駐車場事業会計予算 平成 30.3. 1 平成

議案番号 議決年月日

認定 15

件　　　　　　　　　名

１

職　　　　　　員 計

29.8.28 29.9.29

（　　　）は前年度末現在

議案 66

１
計

30.3.29

１

（１）
経 営 部 門

区　　　　　分 備　　　　考

（１）

（１）

１

（１）
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（２）　工事

　　ア　建設改良工事の概況

完　成
年月日

30.  2. 28

（３）　業　務

　　ア　業　務　量

収 容 台 数 （Ａ） 1,020 台 1,020 台 0 台 100.0 ％

利 用 台 数 832,408 台 825,420 台 6,988 台 100.8 ％

一日平均台数 （Ｂ） 2,286 台 2,267 台 19 台 100.8 ％

回 転 率 Ｂ / Ａ 2.24 2.22 0.02 100.9 ％

営 業 収 益

営 業 外 収 益

計

営 業 費 用

営 業 外 費 用

計

事　　　項

科　　　目
平成２８年度

平成２８年度
比較増減

比較増減

平成２８年度
比　　　較

1,861,7391,574,659

225,627,835

223,766,096

備 考

平成２９年度

科　　　目 備 考

152,706,662

2,765,554

△ 4,231,109

229,240,534

　　イ　事業収入に関する事項

泡消火設備改修
１式

3,899,779

△ 287,080

3,612,699

支　　出　　額

平成２９年度

（単位　　円）

　　ウ　事業費用に関する事項
（単位　　円）

227,665,875

着　手
年月日

アスト駐車場泡消火設備改修工事

増減 比　率

備 考

平成２９年度

収　　入　　額

工　　事　　内　　容
本年度
工事費

22,150,800円
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29. 11. 　6

工　　　　　事　　　　　名

（200万円以上）

155,472,216

153,776,538

5,926,787

159,703,325

△ 1,069,876

△ 3,161,233



ア　重要契約の要旨

（ア）工事請負契約

イ　企業債の概況

ウ　固定資産購入

ア　決算報告書は税込み処理を行っている。

イ　財務諸表（損益計算書、剰余金計算書、剰余金処分計算書、貸借対照表、キャッシュ・フロー

    計算書）は税抜き処理を行っている。

本年度償還高

（200万円以上）

平成

㈱　山　口　商　会　アスト駐車場泡消火設備改修工事

0 11,057,534 51,998,667

150,159,778

株式会社 かんぽ生命保険

（５）　その他会計処理に関する重要事項

21,226,115

契約年月日 契約金額 契約先契約の内容

22,150,800円29. 11.  6

地方公共団体金融機構

（単位　　円）

本年度末残高

合　　　　　　計

63,056,201

87,103,577 0

（４）　会　計

借　　入　　先 前年度末残高 本年度借入高

備　　考金　　額名　　称

117,876,129

65,877,462

形　　　　　状 数　　量

0 32,283,649
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物　　　　　　　　置 淀川製鋼所社製LMD-151 １基　 123,120円　

工具、器具
及び備品

監視カメラシステム 三菱電機社製NC-7000等 2台　 961,200円　



（単位：円）

（１）業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 73,768,318

減価償却費 38,147,231

受取利息及び受取配当 △ 7,591

支払利息 2,765,554

未収金の増減額（△は増額） △ 2,587,062

未払金の増減額（△は減少） 1,507,900

引当金の増減額(△は減少） △ 36,642

前受金の増減額(△は減少） △ 225,750

小　　計 113,331,958

利息及び配当金の受取額 7,591

利息の支払額 △ 2,765,554

業務活動によるキャッシュ・フロー 110,573,995

（２）投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 22,155,520

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 22,155,520

（３）財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 26,732,855

建設改良等の財源に充てるための他会計借入金の返済による支出 △ 218,295,659

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 245,028,514

資金増加額（又は減少額） △ 156,610,039

資金期首残高 297,175,953

資金期末残高 140,565,914

２　平成２９年度津市駐車場事業キャッシュ・フロー計算書

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）
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期末勤勉手当ほか

行 政 財 産
使 用 料

行政財産使用料収入916,900

3,396,000

114,559,431

職員１名分給料

2,914,062

金　　　　　額

次年度期末勤勉手当の当期
相当分

職員出張旅費

1,280,885 市町村職員共済組合負担金
ほか

次年度期末勤勉手当に係る
法定福利費の当期相当分33,698

456,723

25,260

341,379 施設損害賠償保険料

873,800 施設維持管理修繕費修 繕 費

駐車場用消耗品ほか

駐車場電話料

59,803,600

172,663

駐車場機器点検手数料

保 険 料

給 料

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

45,000

3,350,721備 消 品 費

法 定 福 利 費

賞 与 引 当 金
繰 入 額

駐車場事業費用

営 業 費 用

手 当 等

駐車場管理費

施設使用料等収入

（単位　円）

通 信 運 搬 費

備　　考

152,706,662

光 熱 水 費 駐車場電力料ほか

事務用印刷製本費209,521

駐車料金収入

1,574,659

227,665,875

227,665,875

227,665,875

229,240,534

費　　用

駐車場事業収益

営 業 外 収 益

雑 収 益

駐 車 収 益

駐 車 収 益

そ の 他 雑 収 益

営 業 収 益

受 取 利 息

３　収益費用明細書
（単位　円）収　　益

目 金　　　　　額款　　　　　　項 節 備　　考
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定期預金利息収入

受取利息及び
配 当 金 7,591

款　　　　　　項 節

委 託 料

1,290,740

155,472,216

7,591

1,567,068

650,168

目

旅 費

7,760,921

印 刷 製 本 費

賃 借 料 駐車場管理機器賃借料

駐車場管理委託料ほか

手 数 料



借 入 金 利 息 409,777 他会計借入金に係る利息

リース機器減価償却費1,736,100

支払利息及び企
業 債 取 扱 諸 費 2,765,554

備　　考

38,147,231

営 業 外 費 用

リ ー ス 資 産
減 価 償 却 費

2,765,554

減 価 償 却 費

2,355,777 企業債に係る利息企 業 債 利 息

負 担 金 32,604,458 管理組合費ほか

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 費 106,920

（単位　円）

建 物
減 価 償 却 費 33,496,211

款　　　　　　項 目 節

駐車場設備減価償却費

金　　　　　額

-19-

工 具 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 費 2,808,000 駐車場機器減価償却費

駐車場棟減価償却費



有形固定資産

リ ー ス 資 産 9,645,000 0 0 9,645,000

529,000,000 32,283,649 411,123,871

196,300,000

21,226,115 266,822,538

11,057,534 144,301,333

0 1,431,438,549

21,514,000

構 築 物

機 械 及 び 装 置

資　産　の　種　類 年度当初現在高

0 0 1,341,894,151

工具、器具及び備品

計

1,341,894,151

1,431,438,549

1,070,200

95,019,482

21,305,190

2,900,372,572

土 地

建 物

0 2,921,886,572

0 0 1,070,200

20,510,000 0 115,529,482

1,004,000 0 22,309,190

当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高

0

４ 固 定 資 産

５ 企 業 債

計

種　　　　　　類 発行年月日 発 行 総 額

公 庫 債

政 府 債

332,700,000

-20-

償　　　還　　　高

当年度償還高 償還高累計

平成１３．３．２９

平成１３．３．３０



（単位　　円）

0 6,944,400 2,700,6001,736,100

529,000,000117,876,129

196,300,00051,998,667

１．７０ 平成３３． ３．２０

795,810,448

332,700,000

11,993,259

2,177,606,822

90,374,628

65,877,462 地方公共団体金融機構

株式会社 かんぽ生命保険

0 744,279,750

53,510

25,154,854

償　還　終　期

１．６０ 平成３４． ９．３０

利　率

1,341,894,15100

当年度減少額 累　　　　　計

2,808,000 0 10,315,931

0 635,628,101

0 0

0

明 細 書

明 細 書

38,147,231

33,496,211

減　　価　　償　　却　　累　　計　　額

0

106,920

当年度増加額

1,016,690

（単位　　円）

備　　　　　考年度末償却未済高

備　　　　　考発 行 価 額

-21-

未償還残高



６　参考資料
資本的支出明細書

款　　　　　　項

設 備 工 事 費

290,293,308

目 節

（単位　円）

備　　考

21,514,000

支　出

企 業 債 償 還 金

建 設 改 良 費

固定資産購入費

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

1,004,000

21,514,000

駐車場機器購入費

他 会 計 長 期
借 入 金 償 還 金 236,495,659

32,283,649

32,283,649企業債償還金

企業債償還金32,283,649

236,495,659

他 会 計 長 期
借 入 金 償 還 金 236,495,659 他会計借入金償還金

-22-

消火設備工事費20,510,000

金　　　　　額

企業債償還金

他 会 計 長 期
借 入 金 償 還 金



津市告示第２３９号 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２第１項の規定に

基づき、津市モーターボート競走事業の業務の状況を次のとおり公表する。 

  平成３０年１２月１３日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 事業の概況 

津市モーターボート競走事業は、事業の円滑な運営を行い、公共の福祉を

増進するよう努めている。 

平成３０年４月１日から平成３０年９月３０日までの業務量は、次のとお

り。 

  開催日数                       １０１日 

  開催収益            １７，５３９，２１６，５００円 

うち本場舟券発売金        ２，０７７，５９１，４００円 

うち電話投票舟券発売金      ８，６３３，５５３，７００円 

うち場外発売場舟券発売金       ２１９，３９９，８００円 

うち場間場外舟券発売金      ６，６０８，６７１，６００円 

  １日平均舟券発売金          １７３，６５５，６０９円 

  場間場外受託発売金        ５，９５５，６８８，５００円 

  経営状況としては、営業収益１８，６０５，０３２，７４５円、営業外 

収益３２，３７８，１８５円の合計１８，６３７，４１０，９３０円。費用 

では、営業費用１６，８１１，９８８，４８１円、営業外費用３，０５４， 

６９９円の合計１６，８１５，１０３，１８０円。収支差引においては、 

１，８２２，３０７，７５０円の純利益となる。 

なお、前年度未処分利益剰余金５９５，７５１，０６０円については、平

成３０年１０月に処分を実施する。 

固定資産の減価償却、繰延収益の償却、資産の評価及び引当金の計上につ

いては、事業年度末において行うものとする。 

２ 経理の状況 

損益計算書（別表１）及び貸借対照表（別表２）のとおり。 

３ 全事業年度の決算状況 

  別冊のとおり。 



単位　円

1

イ 1,498,940,103

ロ 7,178,702,164

△ 281,135,358 6,897,566,806

ハ 549,353,654

△ 171,613,227 377,740,427

ニ 34,987,938

△ 1,756,815 33,231,123

ホ 558,809,359

△ 115,509,596 443,299,763

ヘ 322,725

0 322,725

ト 5,289,575

△ 1,526,694 3,762,881

チ 217,766,599

△ 155,193,498 62,573,101

リ 348,342,002

△ 86,003,164 262,338,838

9,579,775,767

イ 40,000,000

ロ 2,396,840,522

2,436,840,522

12,016,616,289

2

3,451,724,976

63,741,437

35,900,000

140,733,068

3,692,099,481

15,708,715,770

土 地

減 価 償 却 累 計 額

建 物 附 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

建 物

平成３０年度津市モーターボート競走事業貸借対照表
　（平成３０年９月３０日）

資　　産　　の　　部

(1)

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

出 資 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

基 金

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

投 資 そ の 他 の 資 産

現 金 預 金

(2) 未 収 金

(1)

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

船 舶

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

(2)

(3) 前 払 金

(4) そ の 他 流 動 資 産

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

別表２



3

イ

841,265,101

841,265,101

186,293,834

イ 244,465,615

244,465,615

1,272,024,550

4

イ

111,399,641

111,399,641

51,469,435

194,447,913

イ 0

ロ 0

0

200,493,442

557,810,431

5

318,747,677

△ 17,504,988

301,242,689

2,131,077,670

6

11,159,579,290

11,159,579,290

7

イ 0

ロ 0

ハ 2,418,058,810

2,418,058,810

2,418,058,810

13,577,638,100

15,708,715,770

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充て
る た め の 企 業 債

(2)

(3)

(4)

(1) 長 期 前 受 金

(2) 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

(5)

流 動 負 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

繰 延 収 益

企 業 債 合 計

(3) 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

(2) リ ー ス 債 務

引 当 金 合 計

負　　債　　の　　部
固 定 負 債

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充て
る た め の 企 業 債

繰 延 収 益 合 計

資　　本　　の　　部

剰 余 金

(1) 利 益 剰 余 金

資 本 金

資 本 金 合 計

資 本 金

(1)

負 債 合 計

　　　　２　固定資産（償却資産）の減価償却の方法は、定額法によって取得の翌年度から行っている。

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処分 利 益余 剰金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

（注）　１　有形固定資産の評価方法は、期末帳簿価額（原価法）をもって期末評価額としている。
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津市公告第１６６号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定により許可

した開発行為に関する工事が完了しましたので、同法第３６条第３項の規定に

より次のとおり公告します。 

  平成３０年１２月３日 

 

                         津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 工事完了年月日 

  平成３０年１１月２８日 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

  津市高茶屋小森上野町字城山７７０番ほか１筆、高茶屋二丁目８８３番５

ほか４筆 

３ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  多気郡大台町上三瀬８６３番地２ 

  西日本建設株式会社 

  代表取締役 角谷 幸春 



津市公告第１６７号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定により許可

した開発行為に関する工事が完了しましたので、同法第３６条第３項の規定に

より次のとおり公告します。 

  平成３０年１２月４日 

 

                         津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 工事完了年月日 

  平成３０年１１月３０日 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

  津市豊が丘四丁目２９９２番３１８ほか６筆（１工区） 

３ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  津市丸之内２８番３８号 

  大和ハウス工業株式会社 三重支店 

  支店長支配人 戸田 祐介 



津市公告第１６８号 

 狂犬病予防員より狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）第６条第１項

に基づく犬の抑留について通知がありましたので、同条第８項の規定により公

告します。 

  平成３０年１２月６日  

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 抑留日  平成３０年１２月３日 

２ 抑留期間 平成３０年１２月１１日まで 

捕獲した場所 種類 毛色 性別 体格 年齢 その他 

津市久居野口町 雑種 茶 雌 中 
９１日

以上 
首輪なし 

３ 連絡先  津市環境部環境保全課 

        電話 ０５９－２２９－３２８２ 

        三重県津保健所 衛生指導課 

        電話 ０５９－２２３－５１１２ 

 

 

 



津市公告第１６９号 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定

により津市農用地利用集積計画を定めましたので、同法第１９条の規定により

公告します。 

  平成３０年１２月１０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   



津市公告第１７０号 

 三重短期大学の教員を次のとおり募集します。 

  平成３０年１２月１１日 

 

    津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 採用職 

助教 

２ 専門分野 

給食管理論、栄養教育論、栄養学、食品学 

３ 担当科目 

   上記分野にかかわる教育、研究活動 

   栄養士養成課程における実験実習科目の補助 

４ 採用人員 

１名 

５ 応募資格（以下の と の条件を満たす者） 

   管理栄養士の資格を有する者。 

   修士以上の学位を有する者（採用時までに取得見込みの者を含みます）。 

６ 採用時期 

平成３１年４月１日（予定） 

７ 給与 

津市職員の給与に関する条例等の定めるところによります。 

８ 定年 

６５歳（三重短期大学教員の定年に関する規程の定めるところによります。） 

９ 公募締切 

平成３１年１月１８日（金）（午後５時までに必着を要件とします。） 

10 面接日 

平成３１年２月１３日（水）（面接者には平成３１年２月７日（木）又は

同月８日（金）に電話又はメールで連絡します。交通費は支給しません。） 

11 提出書類 

  応募書類一覧表 

  履歴書（写真を貼付し、連絡先を明記してください。） 

  最終学歴を証明する書類（学位記の写し可） 



  教育研究業績書 

   主要な著書、論文等の別刷り又はその写し（５点以内を同封してくださ

い。） 

  研究業績のうち主要なもの３点の概要（日本語で各８００字程度） 

  教育・研究に関する抱負（１，０００字程度） 

＊  の教育研究業績書は指定の様式を使用してください。なお、本学ホ

ームページ（https://www.tsu-cc.ac.jp）よりダウンロード可能です。 

12 選考方法 

本学教授会において審議のうえ決定します。 

13 その他 

採用後は津市又はその周辺等に居住することを要件とします。 

14 書類提出先 

〒５１４－０１１２ 三重県津市一身田中野１５７番地 

三重短期大学学長宛 

（封筒の表に、「食物栄養学専攻 専任教員応募書類在中」と朱書きして 

ください。） 

15 問い合わせ先 

三重短期大学 大学総務課総務担当 

電 話 ０５９－２３２－２３４１（代） 

ＦＡＸ ０５９－２３２－９６４７ 

Ｅ-ｍａｉｌ  232-2341@city.tsu.lg.jp 

（ただし、問い合わせは原則としてＦＡＸ又はＥ-ｍａｉｌとします。) 



津市公告第１７１号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定により許可

した開発行為に関する工事が完了しましたので、同法第３６条第３項の規定に

より次のとおり公告します。 

  平成３０年１２月１１日 

 

                         津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 工事完了年月日 

  平成３０年１２月１０日 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

  津市芸濃町椋本字小場左馬６２５０番１ほか３筆 

３ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  鈴鹿市桜島町三丁目１１番地の２ 

  株式会社ＡＤＩ 

  代表取締役 安田 克志 



津市公告第１７２号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定により許可

した開発行為に関する工事が完了しましたので、同法第３６条第３項の規定に

より次のとおり公告します。 

  平成３０年１２月１１日 

 

                         津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 工事完了年月日 

  平成３０年１２月１０日 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

  津市雲出長常町字十ノ割１２８８番、１２８９番 

３ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  津市大倉１３番２６号 

  マルゼン有限会社 

  代表取締役 野瀬 長勢 



津市上下水道事業公告第２２号 

建設工事等に係る事後審査型条件付一般競争入札を執行しますので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び津市契約規

則（平成１８年津市規則第４０号）第４条の規定により、次のとおり公告しま

す。 

  平成３０年１２月１０日 

 

津市上下水道事業管理者 田 村   学   

 

別紙のとおり 



円　（税抜き）

一志・白山・美杉

平成31年3月15日

久居・一志

土木一式（配水管工事）

所在地要件

まで

工務課

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格 付 要 件

久居

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

配水管布設工　ＤＩＰφ75mm　Ｌ＝9.6ｍ

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工 事 場 所

平成３０年度　工務第４９号

【地区】

【地区】

必着平成31年1月7日

無

有

有

契約金額の１００分の１０以上

提 出 期 限

津市水道局庁舎２階　入札室

〒514-8799　日本郵便㈱津中央郵便局　留　津市水道局　水道総務課

免 除

・水道局が指定する講習会等とは、公益社団法人日本水道協会の配水管工技能講習会Ⅰ、一般社団法
人日本ダクタイル鉄管協会の継手接合研修会（ＮＳ形又は耐震管口径450ｍｍ以下）又は鋳鉄管製造
メーカーの配管技能講習会（ＮＳ形口径450ｍｍ以下）をいう。

あり

公 告 日

工 事 概 要

工 期

平成30年12月10日

仕切弁設置工　φ75mm～φ50mm　Ｎ＝3箇所

舗装本復旧工　Ａ＝83m2

契約締結の日から

工 事 担 当 課

久居西鷹跡町地内配水管布設工事

流量調整弁設置工　φ75mm　Ｎ＝1箇所

発 注 業 種

特定・一般

地内 

契約保証金

地 域 ・
格 付 要 件

津市 久居西鷹跡町

本公告の日から まで

その他要件

現場代理人

同 種 工 事
実 績 要 件

常駐配置（主任技術者と兼務可）

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

津市水道局指定給水装置工事事業者である者

郵 送 先

水道総務課契約財産担当（津市水道局庁舎１階）ＦＡＸ０５９－２３７－５８１９

平成31年1月7日

販 売 店

入 札 方 法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

参 加 資 格
に 関 す る
事 項

その他

本公告の日から 平成31年1月7日

平成31年1月10日 午前９時００分

11,060,000

※本市発注工事とは調達契約課又は水道局発注工事で、担当課執行分を除く。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

主任(監理)技術者 同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）

元請けとして、水道局が指定する講習会等を修了した者を適正配置できる者

技術者要件

平成30年12月19日

平成30年12月26日

まで設 計 図 書
の 購 入

入札方法等

設 計 図 書
の 閲 覧

入札保証金

最低制限価格

開 札 日 時
及 び 場 所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予 定 価 格

部 分 払

購 入 期 間

水道総務課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

提 出 先

閲 覧 期 間

閲 覧 場 所

久居・一志

Ｂ

【地区】

Ｂ・Ａ１・Ａ２

設計図書等
に 関 す る
質 問

前 金 払

提 出 期 限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日



津市消防本部公告第２号 

消防法（昭和２３年法律第１８６号）第１７条の４の規定により命令を行い

ましたので、同法第３項において準用する同法第５条第３項の規定により次の

とおり公告します。 

平成３０年１２月７日 

 

                    津市消防長 東 海 千 秋 

 

１ 命令を受けた防火対象物の所在地及び名称 

 ⑴ 所在地 

   津市西丸之内１番１号 

 ⑵ 名称 

   家城ビルⅠ 

２ 命令を受けた者の氏名 

  ○○ ○○ 

３ 命令事項 

  平成３１年３月９日までに防火対象物全体に自動火災報知設備を設置する 

こと。 

４ 命令者 

  津市中消防署長 長脇 勝 



津市教育委員会告示第１５号 

 教育委員会を次のとおり招集する。 

  平成３０年１２月１２日 

 

      津市教育委員会教育長 倉 田 幸 則   

 

１ 招集の日時  

平成３０年１２月１８日（火） 午後６時３０分から 

２ 招集の場所  

津市教育委員会庁舎 ４階教育委員会室 

３ 会議の事件  

 ⑴ 平成３０年度津市一般会計補正予算（第７号）＜教委所管分＞について 

⑵ 津市通学区域審議会委員の委嘱等について 

⑶ 津市立学校設置条例の一部の改正について 

⑷ 津市いじめ対策会議委員の一部委嘱替えについて 

 

 



津市選挙管理委員会告示第４４号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第１項及び第７５条第１項

並びに市町村の合併の特例に関する法律（平成１６年法律第５９号）第４条第

１項及び第５条第１項の規定による選挙権を有する者の総数の５０分の１の数、

同法第４条第１１項及び第５条第１５項の規定による選挙権を有する者の総数

の６分の１の数並びに地方自治法第７６条第１項、第８０条第１項、第８１条

第１項、第８６条第１項及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和

３１年法律第１６２号）第８条第１項の規定による選挙権を有する者の総数の

３分の１の数を次のとおり告示する。 

平成３０年津市選挙管理委員会告示第４０号は廃止する。 

平成３０年１２月３日 

 

津市選挙管理委員会 

委員長 後 藤   久 

 

１ ５０分の１の数  ４，６０８人 

２  ６分の１の数 ３８，３９２人 

３  ３分の１の数 ７６，７８４人 

 


